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令和 5年度 社会福祉法人 利島村社会福祉協議会事業報告書 

 

[１] 協議会の現状（令和 6年 3月 31日現在） 

 

（１）会 員   個 人  33人（139口） 

         団 体  3団体 

 

（２）機関構成  役員等  理 事  6名 

              監 事  2名 

              評議員  7名 

        職員体制  常勤職員 7名 

  非常勤職員 5名 

  村役場との兼職 2名 

  出向者 2名（利島村役場および平成横浜病院より） 

   

[２] 事業活動報告 

概 況 

 令和 4年度に引き続きコロナ禍での事業開始となったが、重点目標にかかげた「高

齢者在宅サービスセンターの運営の安定を図り、利用者本位のサービスの提供とサ

ービス内容の向上に努める」については、村役場からの兼職人事が昨年度より継続

されていることに加え、平成医療福祉グループからの出向、そして採用活動が実を

結び職員定数を満たすことがかなった。職員数が充足していたことにより、病気休

暇にて職員数が減少した期間においても、通常通りサービスを提供することができ

た。また、福祉サービス第三者評価を受審することができたことから、事業者とし

ての自己評価及び第三者からの評価を受け、具体なサービス内容の向上を目指す体

制も整えることができ、目標達成に大きく近づけたのではないかと総括をする。 

 その他、利島村老人会の活動支援に関しても、認知症予防を目的とした KUMON の

「脳の健康教室」を 3 月に開講することができた。コロナ禍以前の住民同士の交流

を取り戻すべく様々な活動にも取り組み、次年度に繋がる 1年となった。 

① 理事会 

・第 1回 6月 8日、第 2回 6月 23日、第 3回 3月 8日 

② 評議員会 

・第 1回 6月 23日、第 2回 3月 29日 

③ 他の法人関係会議 

・監事監査 5月 30日、評議員選任解任委員会 6月 2日 

④ 会議や研修等（主なもの） 

・4月 生活福祉資金新任職員研修(Web会議) 

・5月 受験生チャレンジ支援貸付事業相談員研修(Web会議) 

・6月 生活福祉資金貸付事業説明会(Web会議) 

・7月 利島村地区懇談会 

・10月 デイサービス外部実習（NPO法人スマイル・エイジングパートナー） 

・11月 島しょ社協連絡協議会 

・2月 KUMON学習療法関東広域マスター勉強会・施設見学会 

⑤ 広 報 

・「社協だより」年 6回発行（全戸配付） 

・「利島村社会福祉協議会の Webサイト」随時更新 
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（２）高齢者福祉事業（高齢者在宅サービスセンター運営） 

① ケアプランセンター木春（居宅介護支援事業所） ※別紙① 

② デイホームさくゆり（地域密着型通所介護事業所） ※別紙② 

③ 利島村サロン 

・高齢者の生活の質の向上を図るため、高齢者在宅サービスセンターにおいて支援 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

登録者数 4 4 4 5 6 8 7 7 8 8 8 9 78 

利用日数 62 66 73 86 98 91 90 86 101 105 101 104 1063 

④ 高齢者等生活支援ホームヘルプサービス（独自訪問サービス） 

・利用が必要と認められた高齢者等の自宅にヘルパーを派遣し、家事援助等を実施 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

登録者数 4 2 2 2 2 5 3 3 4 3 4 4 38 

利用回数 19 6 7 8 9 11 67 52 59 50 64 65 417 

⑤ 福祉用具貸与 

・高齢者及び障がい者等に必要な福祉用具を貸与（主な貸出品目：介護ベッドなど） 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

品数 19 16 16 17 17 20 17 17 16 16 16 11 198 

（令和 6年 3月 31日時点の利用者数は 8名） 

⑥ 理美容サービス券の交付 

・村内に住所を有する 74歳以上の高齢者と障がい者を対象に、島内の理美容店で利

用できる理美容サービス券を交付 

交付数 希望者 22人に対して各 10枚（1枚 1,000円相当）、合計 220枚を交付 

使用数 220 枚を交付したところ実際の使用数は、182 枚 

⑦ 排泄補助用品等購入費用助成（高齢者） 

・介護認定者等に排泄に関わる商品購入代金の一部（一人当たり月額 4,000～8,000

円が上限）を助成 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

件数 3 3 2 4 4 2 3 3 6 2 3 3 38 

⑧ 買い物サポート 

・インターネットショッピング等に慣れていない高齢者等に福祉関連用品の購入代行 

 （主な購入品目：栄養補助食品、簡易手すり、介護シューズなど） 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

件数 4 1 3 3 4 0 0 1 0 1 0 2 19 

⑨ 利島村老人会活動支援 

・利島村老人会活動の予算要望や支払いなど経理に関する事務支援 

⑩ 敬老祝賀会祝い品贈呈 

・敬老祝賀会に祝い品（三種のお茶セット）を高齢者 73名に贈呈 

 

（３）利島村地域包括支援センター（利島村受託）※別紙③ 

地域見守り推進事業  ひとり暮らし高齢者等傾聴訪問 

夜間電話相談・訪問サービス 

配食サービス 
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（４）利島村子ども家庭支援センター事業 

① 利島村子ども家庭支援センター（子ども家庭支援センター事業） ※別紙④ 

② 利島村学童クラブ（放課後児童健全育成事業） ※別紙⑤ 

 

（５）地域福祉事業 

① ドライクーラー貸し出し 

・持ち運びができる遺体冷却装置の貸し出し 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

件数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

② 送迎サービス 

・自身での島内の移動が困難な方に診療所受診や出島時の移動援助を提供 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

件数 13 13 12 8 14 14 17 14 14 22 12 7 160 

 

（６）障がい者福祉事業  

① 清掃ボランティア 

・地域で暮らす障がい者の社会参加の機会を増やし、地域のソーシャルインクルー

ジョンの取り組みを推進する 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

件数 16 14 14 14 16 14 16 13 14 12 13 13 169 

※協力者：2名（令和 6年 3月 31日時点） 

② 排泄補助用品等購入費用助成（その他） 

※該当者なしのため、実績は 0件 

 

（７）ボランティアセンター事業 

・ボランティア保険の加入窓口を開設し、地域のボランティア活動を推進 

加入者 ボランティア保険及び行事保険の合計加入者数 131人 

 

（８）児童福祉事業 

① 排泄補助用品等購入費用助成（乳幼児） 

・小学校就学前までの乳幼児の保護者に、紙オムツの購入代金の一部（乳幼児一人

あたり月額 2,000円上限）を助成 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

件数 4 4 5 4 2 3 5 3 3 3 3 2 41 

② 小学校入学生に記念品の贈呈 

・色鉛筆と傘のセットを新入生 2名に贈呈 

③ 中学校卒業生に記念品を贈呈 

・Amazonギフトカードを卒業生 5名に贈呈 

 

（９）地域福祉権利擁護事業（東京都社会福祉協議会より受託） 

判断能力がやや低下した方を対象に福祉サービスの利用に関する相談や助言、手続

きや支払い等の援助 

※該当者なしのため、実績は 0件 
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（10）生活福祉資金貸付事業（東京都社会福祉協議会より受託） 

低所得世帯や障がい者世帯、高齢者世帯に無利子または低利で貸付 

① 生活福祉資金貸付（福祉資金・教育支援資金等） 

※該当者なしのため、実績は 0件 

② 緊急小口資金貸付（緊急かつ一時的な資金） 

  ・平成 27年度より継続 1名 

貸付金額 償還済額 償還残額（元金） 償還残額（延滞利子） 

100,000円 30,000円 70,000円 50,819円 

・令和 2年度よりコロナ特例：累計 5名 

  貸付金額 償還済額 償還残額（元金） 償還残額（延滞利子） 

1,000,000円 0円 1,000,000円 0円 

③ 総合支援資金（失業等により生計の維持が困難となった世帯に自立することを目的） 

・令和 2年度よりコロナ特例：累計 5名（延長・再貸付含む） 

  貸付金額 償還済額 償還残額（元金） 償還残額（延滞利子） 

2,550,000円 0円 2,550,000円 0円 

   

（11）受験生チャレンジ支援資金貸付事業（東京都・利島村より受託） 

  ・低所得世帯の子供への支援として、学習塾や高校・大学などの受験費用を貸付 

   利島村から相談・申請窓口を受託。 

※該当者なしのため、実績は 0件 

 

（12）共同募金事業 

【各戸訪問は行わず、店頭等に募金箱を設置した】 

① 赤い羽根共同募金 

実績 
【10月 1～31日の期間で実施】45,608円 

【令和 6年能登半島地震災害義援金】52,065円 

② 歳末地域たすけあい募金 

実績 【12月 1～31日の期間で実施】71,031円 

 

（12）寄付 

実績 
【社協窓口の募金箱への寄付】45,623円 

【住民の方からの寄付】100,000円（1件） 
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別紙① 

令 5年度「ケアプランセンター木春」事業報告 

（離島等相当サービス居宅介護支援事業所） 

～総括～ 

当事業所は平成 29年 10月 1日に開設し、今年 4月で丸 6年半が経過した。この数年間の契約数は 10

件前後で推移していたが、ご利用者の転出や施設入所が生じたために年度末には 3件へと減少している。 

令和 5年度はアフターコロナの 1年となり、感染症対策を意識しながらの事業運営となったが、地域

包括支援センターと一体的な運営をしていることから、いわゆる居宅介護支援のみにとどまらず、ご利

用者のニーズに応じた多様な支援を提供できたと総括し、以下に事業報告を行う。 

 

（1） 「利島村の特性にあわせたケアマネジメントの検討と提供を行う」に対して 

⚫ 他の小規模離島の情報を得ながらより良いサービスの在り方について検討を深め、未来の福祉

の在り方の一つの方向性として、いわゆる富山型福祉を見出すに至ることができた。 

⚫ 感染症対策を意識しながら、標準的なケアマネジメントの提供に努めた。 

（2） 「居宅介護支援事業所の安定運営と、非常時のサービス提供計画の作成に取り組む」に対して 

⚫ 地域包括支援センターとの一体的な運営をさらに推進し、法人内他部署の専門職と協力しなが

ら、高齢者福祉等に関するワンストップサービスの提供に取り組んだ。 

⚫ 法人内他部署との一体的な BCP を作成し、非常時に対する備えの準備に着手することができた。 

（3） 「ICTの活用を推進し、ご利用者や家族を含め、関係機関との連携を深める」に対して 

⚫ 各種 ICTツールを活用し、ご利用者家族との情報共有時にも ICTを利用することを推進した。 

⚫ ご利用者が平成医療福祉グループの医療機関に入院をした際には、そのご利用者を通じて様々

な取り組みに携わることができ、関係機関との連携をさらに深化させることができた。 

 

～利用実績～ 

【表 1．月ごとのケアプラン件数と要介護度】 

令和 

5年度 

ケアプラン 

実績（件） 

ケアプラン実績の要介護度の内訳 

1 2 3 4 5 平均 

4月  4 0 3 1 0 0 2.25 

5月  3 0 2 1 0 0 2.33 

6月  3 0 2 1 0 0 2.33 

 7月  3 0 2 1 0 0 2.33 

 8月  3 0 2 1 0 0 2.33 

 9月  3 0 2 1 0 0 2.33 

10月  3 0 2 1 0 0 2.33 

11月  3 0 2 1 0 0 2.33 

12月  3 0 2 0 0 1 3.00 

 1月  3 0 2 0 0 1 3.00 

 2月  3 0 2 0 0 1 3.00 

 3月  3 0 2 0 0 1 3.00 

※ケアプラン実績は介護給付費算定ベースでの集計 
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別紙② 

令和 5 年度「デイホームさくゆり」事業報告 

（離島等相当サービス地域密着型通所介護事業所） 

（介護予防・日常生活支援総合事業所） 

～総括～ 

令和 5年度は入れ替わった新しい職員と、日々のサービス向上のために運営全体の変化を始めた年度

となった。また、5 月 8 日から新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけが「5 類感染症」に変更と

なり、当事業所も新型コロナ対策の緩和をすることになった。このことにより、地域交流の要素を含ん

だ企画・運営を開始することができた。 

デイサービスの利用者数については、前年度から施設入所等で退所が続き、新たに利用される方がな

く減少している。サロン利用者数は、利用時間等を柔軟に対応したため増加した。 

 

～利用者サービス～ 

・毎日の朝夕に実施するミーティングのなかで、ご利用者の様子等の情報共有を行った。 

・ケアカンファレンスを定期開催し、ご利用者の個々の状況把握に努めた。 

・今年度から虐待事故防止ケア向上委員会を設け、より良いケアが提供できるよう努めた。また事故発

生時には速やかに再発防止に向けた話し合いを行い、改善策を実行し、事故の再発防止に取り組んだ。 

・年間を通じてご利用者の体調管理を丁寧に行うよう心掛けた。結果としては、新型コロナウイルス、

インフルエンザ等の感染症は発生することなく過ごすことができている。 

 

～職員確保と質の向上～ 

・人員の確保ができたため、職員の接遇及び基本的介護技術向上に向けた取り組みとして、虐待事故防

止ケア向上委員会を設けた。委員会を定期開催し、職員の資質および介助技術向上のための研修（歩

行介助、移乗介助、バイタル測定）や、診療所にも協力をあおぎ、医師による勉強会（病気のサイン、

SOAPとは、特によく遭遇する疾患について）を開催した。 

 

～意見の反映～ 

・福祉サービス第三者評価を活用し、ご利用者、ご利用者家族から意見収集を行うことができた。 

・地域運営推進会議を（11 月、3 月）2 回開催することができ、ご利用者、村役場、民生児童委員、診

療所の方々に出席してもらい、事業所運営他に関する意見を交わすことができた。 

 

＜サービス目標＞ 

⚫ 「ご利用者の観察を充分に行い、特徴を理解し安全性を確保し、状態変化に対応できるようになる」         

に対して 

・ご利用者の様子を日々のミーティング等で共有し、状態変化時には速やかに対応できるよう努めた。 

・ご利用者の特徴を理解するために、日本版 BPSDケアプログラムを活用した。 

 

⚫ 「職員の意思をおしつけることなく、ご利用者のペースに合わせその意志を尊重する」に対して 

・高齢者に対する不適切なケアについて、動画視聴の研修等を行い、ご利用者の意思を尊重するよう

学んだ。学んだことを反映できるよう努めた。 
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⚫ 「個々のご利用者にあったレクリエーションの検討と提供に取り組む」に対して 

・ご利用者が主体となって、レクリエーションの内容を決定する会議【さくゆり会議】を月に 1 度開

催している。 

・興味関心シートを使用し、ご利用者に聞き取りを実施した結果を反映し、書道の会や俳句の会を開

催することができた。 

 

⚫ 「事業所内の清潔保持を心がけ、感染予防に努めていく」に対して 

・食事衛生管理委員会を設置および定期開催し、事業所内の清潔保持への取り組み、感染予防に努め

ている。 

 

⚫ 「職員研修に注力し、プロの介護職員として資質及び接遇向上を図る」に対して 

・事業所内の研修、ミニ研修（歩行介助、移乗介助、バイタル測定、体調急変時の対応、車椅子での

乗車、降車介助）を行うことができた。また職員数が確保できたことにより、2週間以上の中長期間

にわたる外部研修を実施することもできた。 

 

～参考資料～ 

【表 1．毎月の開催行事一覧】 

実施月 行事名 実施月 行事名 

4月 南ヶ山園地でお花見 10月 芋煮会、ハロウィン 

5月 一番神社で子供の成長を祈願、母の日 11月 文化祭観覧、さくゆり文化祭 

6月 利島一周ドライブ、父の日 12月 クリスマス会 

7月 七夕 1月 新年会 

8月 納涼祭、スイカ割り 2月 節分 

9月 運動会、敬老祝賀会 3月 雛祭り 

 

【表 2．月ごとの要介護度別利用者数】 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

登録者数 4 3 3 3  3 3 3 3 3 3 3 3 37 

要
介
護
度
内
訳 

介護 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 24 

介護 3 1 1 1 1 1 1 1 1 0 0 0 0 8 

介護 4 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

介護 5 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 4 

延利用日数 72 69 65 62 65 62 66 66 60 60 62 49 747 

延入浴数 29 27 27 24 29 25 27 26 25 25 25 20 309 

 

【表 3．月ごとのお泊りデイサービス利用者数】 

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

利用人数 1 1 1  1 1 1 2 2 2 1 1 1 15 

延利用日数  5 5 5 5 5 5 7 7 8 5 5 5 67 
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別紙③ 

令和 5 年度「利島村地域包括支援センター」事業報告 

（指定介護予防支援事業所） 

～総括～ 

昨年度にひき続き、今年度もコロナ禍での事業運営となったが、法人事務局や併設のデイサービス職

員の入れ替わりにも対応しつつ、地域包括支援センターとしての業務に取り組んだ。また、次年度に向

けて、リハビリ専門職の配置や、認知症予防のための事業実施に関する調整を行い、次年度の事業拡充

に向け、大きな足掛かりを得ることができた 1年となった。 

 

（4） 包括的支援事業 

① 総合相談支援業務 

・ 来所相談のみならず、戸別訪問や電話等を活用し相談支援に取り組んだ。 

・ 相談内容の詳細は、【表 1．月別の分類別相談件数】を参照のこと。 

（参考） 【表 1．月別の分類別相談件数】（のべ件数）  

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

Ⅰ※ 8 5 8 7 6 4 5 7 5 4 5 6 70 

Ⅱ※ 2 1 0 0 2 3 2 2 2 2 3 2 21 

Ⅲ※ 3 4 3 5 3 4 3 6 3 4 3 4 45 

Ⅳ※ 4 4 3 5 4 3 4 5 4 3 5 4 48 

Ⅴ※ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

Ⅵ※ 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

Ⅶ※ 5 8 3 8 3 7 5 4 5 3 1 1 53 

月計 22 22 17 25 19 21 19 24 19 16 17 17 238 

Ⅴ：権利擁護に関すること 

Ⅵ：介護者の離職防止に関すること 

Ⅶ：その他（新型コロナウイルスのワクチンや、

生活福祉資金貸付制度に関すること他） 

   

② 介護予防ケアマネジメント業務 

・ 利島村には介護予防サービスの利用者がいなかったため、要支援者及び基本チェックリスト該

当者に対する、介護予防ケアマネジメントの担当件数は 0件であった。 

・ なお、担当圏域に若干名いる要支援認定者宅を定期的に訪問し、状況把握や見守りに取り組んだ。 

 

③ 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

・ 利島村では活動しているケアマネジャーが 1名のみのため、職能団体の活動等を通じて、他地域

のケアマネジャーとの連携に取り組んだ。 

 

④ 権利擁護業務 

・ 担当圏域では虐待事例の確認はないが、不適切ケアと思われる数件の事例に対応した。 

・ 地域の介護事業所向けに、権利擁護および虐待防止に関する研修を行った。 

 

Ⅰ：介護に関すること（介護保険に関することを含む） 

Ⅱ：介護予防・生活支援サービスに関すること 

Ⅲ：医療に関すること 

Ⅳ：認知症に関すること 
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（5） 地域包括ケアシステムの推進 

① 地域ケア会議の開催 

・ 定期的に地域ケア会議を開催し、地域課題の発見や共有、支援の推進に取り組んだ。 

（参考）地域包括ケアシステム推進連絡会：6月 28日、12月 13日 

    地域課題会議※：11月 9日、2月 24日 

※ 地域課題会議は、地域包括支援センター運営協議会と一体的に開催している 

・ 『利島村 ふくしの便利帳（令和 5年度版）』を作成し、4月に全戸配布した。 

 

② 在宅医療と在宅介護の連携推進 

・ カナミックネットワークを活用し医療、介護等関係機関とのタイムリーな情報共有を行った。 

・ 利島村役場（保健師）、利島村診療所、島内介護事業所との隔週定期カンファレンスを開催した。 

 

③ 認知症施策の推進 

・ 認知症サポーター養成講座を 4月と 6月に開催し、認知症の普及啓発に努めた。なお、年度末時

点での利島村の認知症サポーター累積数は 135名であり、これは都内の自治体では人口比で 1位

となる比率である。 

・ 認知症初期集中支援チームを配置し、初期支援体制の充実を目指した。（活動実績はなかった） 

・ 利島村社会福祉協議会が老人会と協力して“KUMON 脳の健康教室”を 3 月より開講するにあた

り、各種調整とサポートに取り組んだ。 

 

④ 生活支援体制整備への取り組み 

・ 生活支援コーディネーターを継続して配置し、生活支援体制整備に取り組んだ。 

・ ひとり暮らし高齢者傾聴訪問事業を継続し、閉じこもりがちな高齢者への関りを続け、スムーズ

な介護サービスの利用につなげることを目指した。（過去に定期利用をしており転出した住民が

一時帰島をした際に利用実績があった） 

（参考） 【表 2．月別のひとり暮らし高齢者傾聴訪問の実績】（のべ件数） 

月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 0 4 

・ 配食サービスを提供し、住民の栄養状態改善に寄与することができた。 

（参考） 【表 3．月別の配食サービスの実績】（のべ件数）  

月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

件数 4 6 0 4 0 1 6 3 3 2 0 2 31 

 

（6） 一般介護予防 

① リハビリテーション指導事業 

・ 理学療法士 1名が常勤で勤務しており（平成医療福祉グループからの在籍型出向）、日常的にリ

ハビリテーションに関する支援を提供できる体制が整備されている。 

・ 居宅を訪問しての指導にも取り組み、福祉用具や住宅改修に関する助言も行った。 

・ 診療所と連携を図りながら、高齢者のみならず住民全体のリハビリテーション支援に取り組ん

だ。 

・ デイサービスの介護職員向けに、歩行や移乗の際の介助方法指導を行った。 
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・ 11月より毎月 1回介護予防教室を開催し、住民の健康意識の増進に努めた。なお、毎回 10名程

度の住民の参加を得ることができている。 

（参考） 【表 4．月別のリハビリテーション指導の実績】（のべ件数）  

月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

件数 75 62 80 88 109 93 129 98 126 129 121 114 1224 

 

② 社協セミナー 

・ 平成医療福祉グループの協力を得て、4月 22日に「第 1回 利島村健康フェスティバル」を開催

した。講演や体力測定などを実施し、住民約 50人が参加した大きなイベントとなった。 

・ 6 月及び 12 月に耳鼻咽喉科の専門医等を招聘し、「Dr.リトープロジェクト」と題した補聴器の

普及啓発事業を開催した。補聴器メーカーの協力を得て、住民 8名に無料で補聴器を貸し出して

装用効果を確認してもらい、効果を実感した 2名が実際に購入をすることとなった。 

・ NPO法人司法過疎サポートネットワークと共催し、3月に無料法律相談会を開催した。 

 

（7） その他 

① 要介護認定調査の受託 

・ 利島村からの依頼により、要介護認定調査を実施した。 

・ 受託件数は 11件であり、これは例年と同等の水準である。 

（参考） 【表 5．月別の要介護認定調査数】（のべ件数）  

月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

件数 2 1 2 0 0 2 1 1 2 0 0 0 11 

 

② 自治体や職能団体からの依頼に基づく研修講師や委員会委員等への協力 

・ 地域の介護事業者が開催する研修に講師を派遣した。 

・ 東京都栄養士会からの依頼を受け、令和 5 年度栄養ケア活動支援整備事業の評価委員の委嘱を

受けた。 

 

③ 外部研修の受講等 

・ 9 月 25 日、認知症介護研究・研修東京センターによる「認知症介護指導者スキルアップ研修」

を受講した（Web会議）。 

・ 11 月 14～15 日、認知症介護研究・研修東京センターによる「認知症地域支援推進員新任研修」

を受講した（Web研修）。 

・ 1 月 17 日、中部産業連盟による「介護事業者のための BCP 作成セミナー」を受講した（Web 研

修）。 

・ 1月 31日、東京都栄養士会による「栄養ケア活動支援整備事業研修会」を受講した（Web研修）。 

 

④ その他 

・ 高齢者に関する総合相談窓口としての機能拡充を目的に、電話転送による営業時間外（夜間や土

日祝日）の相談受付を実施した。  
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別紙④ 

令和 5 年度「利島村子ども家庭支援センター」事業報告 

 

～設置の目的～ 

 「利島村子ども家庭支援センター」（以下、「センター」という）は、児童福祉法第 44条の 2に定める

児童家庭支援センターとして利島村が設置する機関である。今年度、利島村より委託を受け、利島村社

会福祉協議会内に設置した。 

 児童家庭支援センターの主たる設置目的は、「地域の児童福祉に関する各般の問題につき、児童、母子

家庭その他の家庭、地域住民その他からの相談に応じ、必要な助言を行うとともに、保護を要する児童

又はその他の保護者に対する指導を行い、あわせて児童相談所、児童福祉施設等との連絡調整を総合的

に行い、地域の児童、家庭の福祉向上を図ること」（児童福祉法第 44条の 2）としている。 

 センターにおいても、この目的を達成するために、児童が安心して暮らしていけるよう、関係機関と

連携しながら、相談援助を行っている。 

 

～令和 5年度の事業実績～ 

（1）相談・支援 

⚫ 子育て相談 

0歳～18歳未満の子どもに関することや子育て家族についての相談を電話や窓口で受けるほ

か、必要に応じて相談員が家庭を訪問して対応している。また、児童及び家庭に係る状況把握、

必要な援助、その他問題解決への支援を行っている。 

 

区 分 受理件数 

養護相談（児童虐待相談、その他の相談） 1 

障害相談（肢体不自由相談、視聴覚障害相談、言語発達障害等相談、重症

心身障害相談、知的障害相談、発達障害相談） 

2 

非行相談（ぐ犯等相談、触法行為等相談） 0 

育成相談（性格行動相談、不登校相談、適正相談、育児・しつけ相談） 3 

その他の相談 1 

合計 7 

 

⚫ 子どもの発達相談 

臨床心理士、作業療法士、そして言語聴覚士といった発達支援に関わる専門職を定期的に

招聘し、子どもが日常生活を送る保育園や学校を巡回。乳幼児および児童生徒やその保護者、

子どもの日常生活に関わる者等に対し、専門的見地から支援を行っている。 

 

職 種 日 程 

言語聴覚士 令和 5年 5月 17日（水）～19日（金）、10月 25日（水）～27日（金） 

作業療法士 令和 5年 6月 19日（月）～21日（水）、11月 27日（月）～29日（水） 

臨床心理士 令和 6年 2月 28日（水）～3月 1日（金） 

 

表 1 相談種別件数の状況 

表 2 発達支援に関わる専門職の日程表 
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⚫ 子育て広場 

保護者と保育園に入所していない子どもが安心して一緒に遊びながら、他の親子等との情報

交換や交流を図る場である。相談員を配置し、子育ての相談に対して必要な助言・支援を行っ

ている。利島村では毎月 1～2回程度、利島村社会福祉協議会や利島村立利島保育園、地域交流

会館等で開催している。 

表 3 子育て広場利用者数 

実施回数（回） 16 

延べ参加家庭数（組） 35 

延べ参加者数（人） 70 

 

（2）関係機関との連携等 

⚫ 保育園、学校への訪問 

保育園、学校との連携を深めるため、定期的に施設訪問を実施。児童の様子を見たり一緒に

遊びながら、児童の発達の様子を把握し、家庭や支援者にフィードバックを行っている。 

⚫ 利島村要保護児童対策地域協議会 

要保護児童対策地域協議会とは、要保護児童等に関する情報交換や支援内容の協議を行う法

定協議会のことである。（児童福祉法第 25条の 2） 

利島村には要保護児童等が多くない。そこで本協議会ではセンターが事務局を担い、児童虐

待に関わる普及啓発や情報交換や支援内容の協議等を行っている。 

〔構成員の所属機関〕 

東京都児童相談センター、利島村役場、利島村教育委員会、大島警察署利島村駐在所、     

利島村民生児童委員、利島村国民健康保険診療所、利島村立利島小中学校、利島村立利島保育

園、利島村放課後児童クラブ（順不同） 

 

 

 

 

 

（3）広報（周知）活動 

⚫ 子ども家庭支援センターパンフレットの発行・全戸配布（令和 5年 4月 200部）                        

⚫ 子育て広場へ参加している親子向けに SNSを活用した情報発信 

⚫ 社協だよりにて『子ども家庭支援センター』からのお知らせを計 4回掲載 

⚫ 利島村社会福祉協議会のホームページにて『子ども家庭支援センターよりお知らせ                』を計 

4回掲載 

⚫ 11月の「児童虐待防止推進月間」期間中、利島保育園・利島小中学校・利島村役場・利島村社

会福祉協議会に児童虐待の啓発ポスターを掲示 

 

 

 

 代表者会議 実務者会議 ケース検討会議 

実施回数（回） 1 1 0 

表 4 利島村要保護児童対策地域協議会の開催状況 
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（4）研修等への参加 

児童及び家庭に対する支援は、より的確さが求められる。助言、支援を担当する職員は、知識、

能力、専門性の向上のため研修へ参加している。令和 5年度に参加した研修は、以下の通りである。 

 

日 程 対 象 者（参 加 者 数） 内 容 

令和 5年 6月 15日（木） 都立児童相談所・区市町村

子供家庭支援センターの新

任職員（1名） 

令和 5 年度東京都児童相談所・子供家庭

支援センター新任職員合同研修～相談援

助技術と「東京ルール」がわかります～ 

令和 5年 7月 11日（火） 新任の子供家庭支援センタ

ー長（1名） 

令和 5 年度東京都子供家庭支援センター

長研修新任センター長研修（前期） 

令和 5年 10月 23日（月） 

～10月 25日（水） 

都内において保育や子育て

支援等の分野で従事するこ

とを希望する方（1名） 

令和 5 年度（第 2 期）東京都子育て支援

員研修（地域子育て支援コース） 

令和 6年 2月 22日（木） 子供家庭支援センター職員

で研修を希望する方（1名） 

令和 5 年度東京都子供家庭支援センター

職員研修「トラウマインフォームドケア」

の理解と職員のケアについて 

また、他のセンターとの情報交換を行っている。令和 5年度に参加した会議は、以下の通りである。 

 

日 程 対 象 者（参 加 者 数） 内 容 

令和 5年 6月 1日（木） 島しょ地区子ども家庭支援

センター職員（2名） 

第一回連絡会議（春の巡回相談に向けて、

第二回連絡会議の内容検討） 

令和 5 年 11 月 27 日

（月） 

同上 第二回連絡会議（事例検討会、CAREワー

クショップ） 

 

  

表 5 参加研修一覧 

表 6 参加会議一覧 
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別紙⑤ 

令和 5 年度「利島村放課後児童クラブ」事業報告 

（放課後児童健全育成事業） 

 

総括 

放課後児童健全育成事業として開設された放課後児童クラブ（以下、学童という）は、今年度より

社会福祉協議会に事務移管された。活動内容や生活の流れは変わらず、児童の安心、安全な居場所づ

くりと、家庭に代わる生活の場を提供し、主に遊びを通して児童の健全な育成を図ることを目的とし

活動した。事務移管については、保護者宛に書面を配布し、今年度になってからの保護者会でも改め

て説明し、保護者からの不安や疑問の声等は無く、事務も混乱なく進んでいる。 

 

1. 学童の目的に対して 

保護者の申請により、村内に住所を有し小学校に就学している児童であって、保護者の就労、疾

病等により保護に欠けるものを保育した。特に学校のある日については、保護者の就労に関わら

ず児童を受け入れ、利島小学校に通学する 1 から 3 年生については、ほぼ全員が集まる場所とな

った。1年間、事故や大きなケガなく過ごす事が出来た。 

 

2. 利用実績 

実績 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

在籍児（人） 16 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 14 － 

開所日数（日） 20 20 22 20 22 20 21 20 20 19 19 20 243 

延べ利用児（人） 219 202 221 197 193 193 187 180 167 147 160 165 2,231 

 

3. 職員体制 

学童保育指導員として、放課後児童支援員の資格を持つ者やその補助行う者を 3 名配置した。

児童の利用人数に合わせて、職員体制を調整した。 

 

4. 保護者連携 

・4月に保護者会を開催し、学童利用案内を配布し内容を説明した。保護者からは、開所時間につ

いての要望をきくことができた。なおその要望に対して、1年生の 1学期中について、学校給食

の無い日は利用開始時間を 30分前早める対応をすることとなった。 

・「学童だより」の発行や LINEのグループを活用し、児童の様子を伝えることに取り組んだ。年度

当初は「学童だより」を書面で発行していたが、12 月からはデータでの配信も行った。書面の

希望は無かった為、その後はデータ配信のみ行っている。 

・7月から 9月にかけて学校体育館トイレの改修が行われた際に、普段学童で使用している出入り

口やトイレ等が使用できなくなる事があった為、改修日程や変更内容を伝えたり、児童の通所や

保護者の送り迎えの際の注意喚起を行った。 
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5. 学校・教育委員会との連携 

学校との連携 

学校より、「学校だより」や各学年の学年通信を共有してもらい、児童の下校時間を把握し来

所に備えた。 保育内容により、児童に全身を使った遊びの場を提供したい時には、学校体育館

フロアの空き状況を確認し、事前に連絡してフロアを使用して活動した。 

教育委員会との連携 

連携学校体育館トイレ改修の際、トイレ改修に関わる各機関が参加する LINEのグループを作

成し、教育委員会からの改修日程連絡や各機関からの質問や相談を行った。それによって各機関

が状況を共有する事ができ、改修の影響による学童保育場所の変更検討時には、素早く学校図書

室の利用を申請することができた。 

 

6. 関係機関・地域との連携 

保育園との連携 

保育園卒園児が学童を利用する際の不安を少なくできるよう、3 月下旬に保育園年長児の訪

問を予定していたが、今年度は年長児不在の為行われなかった。 

放課後子ども教室と連携 

各種子ども教室のスケジュールを確認し、子どもたちが参加しやすいよう声がけを行った。

各種子ども教室の行事等でスケジュールが変更になり、児童が学童から中抜けをして参加する

事もあった為、都度変更内容の把握に努めた。 

デイホームさくゆりとの交流 

高齢者や地域住民との交流を図る為、デイホームさくゆりとの交流を計画した。8月にはデイ

ホームさくゆりの夏の行事に参加を予定していたが、感染症等の影響に配慮し中止する事とな

った。12月にはクリスマス会の参加を目指して、高齢者の方へのプレゼント作りにも取りくみ、

当日は、児童 4 名と職員がデイホームさくゆりを訪問し、スリッパ飛ばしゲームに参加したり

プレゼントの贈呈を行った。 

 

7. 危機管理対策 

事故やケガの対応 

すりむきや口腔内の出血があった際に、止血や傷周辺の衛生に努め、児童が落ち着いた後、

遊び方の確認や今後の注意喚起を行った。傷の状況や学童で行った処置については、保護者へ

連絡し必要な場合は家庭でも様子をみていただくようにした。 

防災・防犯対策 

8月に台風の進路予報により、学童の閉所も検討して保護者に事前に連絡をした。本ケースに

ついては予報が変わり学童開所に支障が無いと判断されたため、再度保護者に連絡し通常保育

を行った。9月には台風の影響により、学校登校時刻が繰り下げられる日があった。予報からは

学童開所時には影響が無いと判断された為、保護者に学童通常開所を連絡した。 
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8. 日常の安全管理 

衛生管理 

日々の清掃や消毒を行い、保育室の環境を整えた。感染症の発生状況に注意し、6月に職員よ

り感染の報告があった際には児童との関りの有無を確認し、保健所にも相談しながら適切な対

応を行った。 

活動場所 

安全な保育体制を取る為に、体育館ミーティングルーム以外に学校図書室や、利島村高齢者在

宅サービスセンターの相談室を利用し活動した。 

 

9. 事業内容の向上 

発達支援に係る専門職の巡回があった際には児童の様子を伝え、気になる事について対応を相

談した。そして専門職の助言や提案を職員で共有し、保育に活用し事業内容の向上に努めた。 

近隣小離島の放課後事業関係者からの話を聞き、さらに学びを深めるために見学に行くことを

計画した。※見学は当日天候不良のため中止となった 

 

10. 苦情・要望への対応 

保護者会で出た要望に対し、開所時間の検討を行った。連絡事項等を発信する際には、問い合わ

せ先を明記し保護者に伝えた。 

 


